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１ 中間層は縮小しているのか―先進諸国の研究動向 

先進諸国では所得格差が広がり、中間層が縮小されているのでないかという議論がなされている

（OECD2019、Atkinson and Brandolini 2013）。かつて、日本は「総中流社会」ともいわれ、平等な社会と考えら

れてきたが、1990 年代後半以降は所得分配の悪化が問題視され、学術的にも格差・貧困指標について様々

な推計が行われた。 

しかし近年、国際的に盛んとなっている中間層研究は、日本ではまだ十分になされていない。そこで本稿で

は、日本の中間層の基礎研究として、『国民生活基礎調査』の長期時系列データを用いた推計を行う。 

中間層の先行研究としては、Luxembourg Income Study Database (LIS)を用いた国際比較研究が中心である

2。例えば、1980 年代から 1990 年代までの中間層の規模の推計は Birdsall（2000）、Pressman（2007）が行って

いる。また 2010年代までの中間層の規模の推計には Atkinson and Brandolini(2013)と Kochhar(2017)がある。

いずれの分析結果においても、中間層の人口シェアは上昇している国もあれば低下している国もある3。 

さらに、2019 年に中間層をテーマとした OECD 報告書が公刊され、新たな国際比較研究が加わった

（OECD2019）4。1980 年代半ばから 2010 年代半ばの中間層の動向を確認した同報告書によれば、OECD の

17 か国のうち 9 か国で、中間層の人口シェアが 3％ポイント以上の減少となっていた（スウェーデンやイスラエ

ル、フィンランド等では大きく減少）。その一方で中間層の人口シェアが 3％ポイント以上の増加となったのは、

アイルランドとフランスだけであった。すなわち 1980 年代半ば以降、多くの先進諸国では中間層が縮小してい

                                                   
1  本稿は令和元年厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学推進研究事業）「高齢期を中心とした生活・

就労の実態調査」の助成により実施された。なお本稿は、厚生労働省『国民生活基礎調査』の調査票情報を筆

者が独自に集計・分析したものである。そのため同調査報告書と整合性があるとは限らない。調査票情報提供に

ご協力頂いた関係者各位に深く御礼申し上げる。 
2  本稿は先進諸国を対象とした先行研究を参考としているが、発展途上国における中間層の動向も重要な研究

上のトピックスである。なお、中間層の所得域の設定の仕方は、絶対アプローチと相対アプローチがあり

（Ravalion2016）、先進国の場合は相対アプローチに基づき、中位所得の倍率で設定されるが（2.2で解説する）、

発展途上国の場合は 1日 2ドル～10ドル、2ドル～13ドル等の絶対アプローチが用いられることが多い（Banerjee 

and Duflo2008、Ravalion2010など）。 
3 また Atkinson and Brandolini(2013)では、複数の所得域を用いて中間層の推計を行うと、国によって

は中間層の増減傾向が反対となってしまうという分析結果を示している。すなわち、これは単一の所得

域で中間層を推計することの問題点を指摘しており、計測上の留意点として重要である。本稿でも、はじ

めに複数の所得域を用いて、中間層の動向を確認する。 
4  なお、同報告書で用いられているデータは、LIS データと EU-SILC データ（European Union Statistics On 

Income And Living Conditions）である。また日本のデータは、『全国消費実態調査』のミクロデータを用いた

Tanaka and Shikata(2019)の引用である。 
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るといえる。 

一方、日本の先行研究では、次のような分析がなされている。白波瀬（2011）、白波瀬（2012）、篠崎（2015）

は『国民生活基礎調査』（1985～2012）を用いて、1980 年代から 2000 年代にかけて中間層が縮小していること

を指摘している。また小塩・田中（2017）、Tanaka and Shikata(2019)は『全国消費実態調査』（1994～2009）のミ

クロデータを用いて、中間層の推計を行っている。これらの『全国消費実態調査』を用いた研究によれば、中間

層の所得域を各年における中位所得を用いて設定する場合は、1994年から 2009年にかけて、中間層の規模

はほぼ横ばいに推移していた。しかし、中間層の所得域を 1994 年の水準に固定した場合、2009 年の中間層

の人口シェアは 8%ポイント弱も減少している。 

このように日本においても、中間層の縮小が生じていると考えられる。しかし、これまでの研究は中間層の推

移を示す研究が中心であり、その変動要因の検討などはなされていない。また国際比較において日本のデー

タとして提供されることの多い『国民生活基礎調査』のミクロデータを用いた研究は端緒的な状況であり5、さら

に検証する必要がある。 

そのため本稿では『国民生活基礎調査』のミクロデータを用いて、中間層の長期的動向と変動要因の検証を

行う。その構成は次のとおりである。第 2節で、利用データの説明と中間層の定義について説明を行う。第 3節

では、1985 年～2015年にかけての日本の中間層の推移を確認し、複数の所得域を用いる場合の中間層の規

模の変化、年齢構造からみた中間層の特徴の把握などを行う。第 4 節では、中間層の変動要因として人口高

齢化が与えた影響を検討するため、要因分解を行う。むすびに、議論のまとめと今後の課題についてまとめる。 

 

２ データと定義 

（1）データ 

 本稿では『国民生活基礎調査』の個票データ（昭和 61、平成 1、4、7、13、16、19、22、25、28 年：いずれも大

規模調査年）を用いる。大規模調査年の国民生活基礎調査には、世帯票、所得票・貯蓄票のほか、健康票や

介護票があるが、本稿では、所得分配に関する変数が含まれる所得・貯蓄票と世帯票をつないだデータを用

いる。なお、所得票では、「昨年 1 年間（１～12 月）」の所得の記入が求められるため、本稿の分析では調査年

の前年で表記している。またサンプルのうち、①税・社会保険料額が不詳、②等価可処分所得がマイナス、

③本人年齢が不詳の世帯、④18 歳未満の単身世帯を除外して分析している。 

本稿の推計のベースとなる所得は、等価可処分所得である。『国民生活基礎調査』を用いた場合、等価可

処分所得は次のように計算される。また各年の所得は、1985 年を基準とした消費者物価指数（持家の帰属家

賃を除く総合指数）を用いて実質化している。 

 

世帯総所得＝雇用者所得＋事業所得＋農耕・畜産所得＋家内労働所得＋財産所得＋公的年金・恩給＋雇

用保険＋児童手当等＋その他の社会保障給付金＋仕送り＋企業年金・個人年金等＋その他

の所得 

世帯可処分所得＝世帯総所得―所得税－住民税－固定資産税―社会保険料 

等価可処分所得＝世帯可処分所得／√世帯人員 

 

                                                   
5  白波瀬（2011）、白波瀬（2012）は本稿と同じく『国民生活基礎調査』のミクロデータを用いた中間層の分析であ

るが、中間層の人口構成や変動要因などを検討したものではない。 
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（２）中間層の定義 

中間層の定義には主に 2 つのアプローチが考えられる（Atkinson and Brandolini 2013）。第 1 に、所得シェ

ア（総所得のうち中間層の所得が占める割合）を用いた定義であり、例えば「第 2 五分位～第 4 五分位（20～

80％）に属する世帯の所得が総世帯の所得に占める割合」という中間層の基準がある。この方法は統計の集

計データから算出することが可能である場合も多く、古くから用いられている。例えば、初期の研究では

Levy(1987)が 1947 年から 1984 年のアメリカの中間層（20～80％）の世帯所得が総世帯所得に占める割合を

推計している。また近年も同様の分析手法が用いられており、例えば、OECD（2015）において中間層（20～

80％）の所得シェアの計測を行っており、一部の OECD 加盟国では中間層が縮小しているという。第 2 に、人

口シェア（総人口のうち中間層の人口が占める割合）による定義であり、例えば「総人口にしめる、等価可処分

所得の中央値の 0.75～3.0倍の範囲内に所得がある世帯員の割合」という基準がある。 

これは、すなわち中間層の所得域を中位所得の倍率で定めている 。その下限値である中位所得の 0.75 倍

は、EU 基準の相対的貧困ライン（等価可処分所得の中央値の 60％）よりも高い水準に設定されており、多くの

研究がこの基準を用いている。一方、上限値の設定は様々であり（中位所得の 1.25倍・1.5倍・1.67倍・2.0倍・

3.0 倍） 、その上限値の設定より中間層の規模が大きく影響を受けることから、複数の基準で推計する必要が

ある。 

 一方で、時系列変化を考えるとき注意しなくてはならないのは、中間層の所得域を各年で設定した場合は、

各年で異なる所得域で中間層を推計するという点である。例えば、中位所得が低下している場合は中間層の

所得域も低くなり、それまで過去には低所得とされていた所得しかない者でも中間層と判定されてしまう。その

ため本稿において、時系列変化の検討の際は、中間層を各年設定した推計とともに、今回の分析の起点であ

る 1985 年の中間層の所得域で固定した場合の推計も用いる。なお今回はミクロデータを利用することができる

ため、第 2のアプローチである人口シェアからみた中間層の動向を中心的に議論する。 

 

３ 推計結果 

（１）中間層の計測（1985/2000/2015年, 所得域：複数） 

  まず、2015年の『国民生活基礎調査』のミクロデータを用いて、複数の所得域による中間層の推計を行う。 

図 1は、等価可処分所得の中央値の 0.75～1.25倍・1.5倍・1.67倍・2.0倍・3.0倍で計測した中間層の人口シ

ェアを所得分布上に表わしている。2015 年の中間層は、その定義を最も狭い所得域（中位所得の 0.75～1.25

倍）としたときの推計で 33.3％、最も広い所得域（中位所得の 0.75～3.0倍）の推計で 65.7％となる。定義により

かなり幅の広いものとなるが、日本の中間層の規模は、約 3～7割と推計される。 

 また中間層の規模の変動も、複数の所得域で確認する。表１は 1985年から 2000年、2000年から 2015年の

中間層の規模の変化を示している。まず左パネルの 1985年から 2000年を確認すると、ほとんどの所得域で中

間層が 6～7％程度縮小している。ただし、最も広い所得域（中位所得の 0.75～3.0倍）の推計の場合は縮小幅

がやや小さく計測される。一方、右パネルの 1985 年から 2000 年では、どの所得域を用いても、中間層の規模

について大きな変化がないが、最も狭い所得域の場合はわずかに中間層が増加しているのが特徴である。 

 以上のように、『国民生活基礎調査』を用いた中間層の推計では、最も狭いあるいは最も広い所得域を除い

て、複数の所得域を用いてもほぼ同様の傾向が観察される。そこで本稿では、複数の所得域を用いると解釈が

困難になるため、これ以降は等価可処分所得の中位所得の 75～200％を用いて分析を進める6。  

                                                   
6 現時点で最も包括的な中間層研究である OECD（2019）で用いられているのが、等価可処分所得の中位所得
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図１ 中間層の計測方法（2015年） 

 
出所：『国民生活基礎調査』の個票データから筆者推計 

 

 

 

表１ 様々な所得域による中間層の規模（1985/2000/2015 年） 

        

（１）1985～2000年                 （２）2000～2015年 

 

 

出所：『国民生活基礎調査』の個票データから筆者推計 

  

                                                   

の 75～200％という所得域であり、同報告書との比較も意識して、同様の所得域を用いる。 

1985 2000 差 2000 2015 差

75-125% 40.0% 33.0% -7.0% 75-125% 33.0% 33.3% 0.4%

75-150% 52.0% 44.8% -7.2% 75-150% 44.8% 44.6% -0.2%

75-167% 57.6% 50.6% -7.1% 75-167% 50.6% 50.3% -0.3%

75-200% 64.0% 58.0% -6.0% 75-200% 58.0% 57.5% -0.5%

75-300% 69.8% 65.8% -4.0% 75-300% 65.8% 65.7% -0.1%



256 

 

（２）中間層の推移（1985～2015年, 所得域：中位所得の 75～200％） 

 次に、本稿の分析課題である、『国民生活基礎調査』を用いた中間層の規模の時系列推移を確認する。果た

して、日本も中間層は縮小しているのであろうか？ 

 図 2は 1985年から 2015年の高所得層・中間層・低所得層の人口シェアの推移を示している。しかし、たとえ

中間層の縮小している場合でも、その傾向が「所得分布の 2 極化」（高所得層と低所得層の増加により中間層

が縮小する）によるのか、「所得分布の低所得化・高所得化」（所得分布全体が低所得化あるいは高所得化す

ることで、中間層が縮小する）によるのか、確認する必要がある。そこで図 3には、1985年と 2000年の間、2000

年と 2015年の間の 2期間のみであるが、各所得層の人口シェアの変化分（％ポイント）も表示した。 

なお時系列推移では、所得域の変動の影響もあるため、図 2、図 3 では、1985 年時点の所得域で計測した

場合についても、併せて表示している。 

図 2 をみればわかるように、1985 年から 2015 年の中間層の動向としては、その規模の縮小が観察される。

具体的には、1985 年時点の中間層は 64.0％であったが、2015 年時点では 57.5％となり、6.5％ポイント減少し

ている。1985年の所得域で計測した場合でも、2015年の中間層は 56.9％となり、7.1％ポイント減少している。 

次に、中間層の縮小が所得分布の 2 極化が進行した結果なのかどうか、図 3 を用いて検討してみたい。所

得域を各年で設定した場合は、1985年から 2000年の間では、所得分布の 2極化が進んでいるといえる。具体

的には、高所得層は 2.8％ポイント増加、低所得層は 3.2％ポイント増加し、中間層が 6.0％ポイント減少する。

一方、2000 年から 2015 年の間では、中間層は 0.5％ポイント減少し、また高所得層は 0.4％ポイント増加して

いるが、どの所得層も大きな変動がなかったと考えられる。 

1985 年の所得層で計測した場合は、1985 年から 2000 年の間では、高所得化が進んでいる。具体的には、

低所得層は 2.4％ポイント減少し、また中間層は 4.6％ポイント減少して、高所得層は 7.1％ポイントの大きな増

加となっている。一方、2000 年から 2015 年の間では、今度は低所得化が進んでいる。中間層が 2.5％ポイント

減少、高所得層は 4.5%ポイント減少したのに対し、低所得層は 7.0％ポイントも増加している。 

以上のように、所得域を各年で設定するか、1985 年の所得域を用いるかにより、所得分布全体の変動の評

価に違いが生じる。中間層の所得域は、1985 年から 1997 年にかけて上昇し、1997 年以降は下落している7。

したがって、所得域を各年で設定すると、例えば 1990 年代後半にかけては高所得層が観察されにくくなり、ま

た 2000年代以降は低所得層が観察されにくくなるといえる。 

ここまでの中間層の推移の議論をまとめれば、1985 年から 2000 年にかけては所得分布の 2 極化や高所得

化が進行することにより中間層が縮小し、2000年から 2015年にかけては低所得化が進むことにより、中間層が

見かけ上は横ばいに推移しているようにも観察されるが、実際は中間層の衰退が生じていると評価してよいだ

ろう。 

所得格差の先行研究においても、1980 年代半ばから 2000 年前後にかけて格差拡大する一方で、2000 年

代以降の格差指標は大きくは変化していない（小塩・浦川 2008、厚生労働省 2017）。本稿の高所得・中間層・  

                                                   
7 中間層の所得域は、以下の通りの推移となっている。 

               表 2 中間層の所得域（等価可処分所得の中位所得×75％～200％） 

     
                    出所：『国民生活基礎調査』の個票データから筆者推計 

 

1985 1988 1991 1994 1997 2000 2003 2006 2009 2012 2015

上限 431.4 452.2 492.9 509.9 518.0 481.4 466.3 456.3 447.7 442.1 422.5

下限 161.8 169.6 184.9 191.2 194.3 180.5 174.9 171.1 167.9 165.8 158.4
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図 2 各所得層の規模の推移（1985～2015年） 

 

（1）所得域を各年設定した場合                （2） 1985年の所得域で固定した場合 

 

出所：『国民生活基礎調査』の個票データから筆者推計 

注：中間層の所得域は、等価可処分所得の中位所得の 75％（下限）～200％（上限）である。 

 

 

 

図 3 各所得層の規模の変化［％ポイント］（1985/2000/2015年） 

 

（１）所得域を各年設定した場合               （２）1985年の所得域で固定した場合 

 

出所：『国民生活基礎調査』の個票データから筆者推計 

注：中間層の所得域は、等価可処分所得の中位所得の 75％（下限）～200％（上限）である。 
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低所得層の長期的動向は、そうした格差指標の動きにも符合しているといえるだろう。 

  また格差の要因分析では、所得格差は低所得者が多い高齢者が人口に占める割合が高まることにより

格差が広がるという「人口高齢化」要因が注目されてきた（大竹 2005、四方 2015）。そこで本稿でも、次節か

ら中間層の縮小に対して、人口高齢化が与えた影響について検討したい。 

 

（３）中間層の年齢階級別の動向(1985/2000/2015年, 所得域：中位所得の 75～200％) 

まず所得分布の変化について、図 4の 1985年・2000年・2015年のカーネル密度推定量の比較から検討を

行う。その際、総人口の所得分布の変動のみならず、17 歳以下（子ども）、18 歳-64 歳（勤労世代）、65 歳以上

（高齢者）の年齢階級別にも考察を行う8。 

 図 4 をみると、総人口の所得分布は、1985 年から 2000 年にかけて所得水準が上昇したこともあり、中間層・

高所得層での領域で裾野が太くなり、また分布もなだらかになっている。2000 年から 2015 年は反対に所得水

準が低下したため、今度は低所得層や中間層の下位層での裾野が太くなり、中間層の上位層や高所得層で

は裾野が細くなっている。 

 こうした所得分布全体の動きを、人口構造との関係でも確認してみたい。子どもと勤労世代は似た動きをして

いるため同時に解釈すると、1985 年から 2000 年にかけて中間層・高所得層の領域で裾野が太くなっている。

2000 年から 2015 年は、反対に低所得層や中間層の下位層での裾野が太くなっている。 高齢者の場合も、

1985年から 2000年にかけて中間層の上位層での裾野が太くなっている。一方 2000年から 2015年にかけて 

は中間層の上位層が細くなっているものの、中間層の下位層での裾野は太くなっている。 

 次に、表 3 から年齢階級別の各所得層の状況を見てみたい。年齢階級別の所得層の特徴を整理すると、勤

労世代（18-64 歳）の場合は、年功賃金などの制度的背景により、年齢が上昇するにつれて高所得層が増加し、

中間層・低所得層が減少する。一方、引退世代である高齢者になると、高所得層・中間層は減少し、今度は低

所得層が増加する。そのため高齢者のほうが現役世代よりも、中間層の人口シェアが小さくなる。 

一方、年齢階級別に時系列変化も見てみると、1985 年から 2000 年にかけて、現役世代の子ども、若年（18-

39 歳）・中高年（40-64 歳）では、所得分布の二極化が進んでいる。また同期間では高齢者の所得層に大きな

変化はなかった。次に、2000 年から 2015 年にかけては、子どもや若年層では低所得層が減少し、中間層・高

所得層も増加している。これは所得域の低下のなかで、勤労世代が高所得層や中間層に入りやすくなったこと

が考えられる。一方で、高齢者の所得層の割合には大きな変化がなく、低所得層の割合が大きいままである。

そのため人口高齢化が進行することで、総人口にしめる低所得層が増加し、所得分布全体に対して影響を与

えることになる。こうした人口構造と中間層の規模の関係について、次節の要因分解で検討する。 

  

                                                   
8 なお表３、表４では、勤労世代をさらに、18-39歳の若年と 40-64歳の中高年に区分して分析をしている。 
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図 4 カーネル密度推定量（1985/2000/2015年） 

 

 

 

（１）総人口                    （２） -17 

 

 

 

（３）18-64                      （４） 65- 

 

 

出所：『国民生活基礎調査』の個票データから筆者推計 
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表３ 年齢階級別の各所得層の規模（1985/2000/2015年） 

 

 

 

出所：『国民生活基礎調査』の個票データから筆者推計 

注：中間層の所得域は、等価可処分所得の中位所得の 75％（下限）～200％（上限）である。 

 

 

 

４ 中間層の推移の要因分解 

(1) 分解方法 

ここまでの議論から、1985年から 2015年の中間層の縮小は、現役世代の年齢階級内の所得分布の 2極

化と人口高齢化が交錯して進行している可能性が示唆された。 

そこで本節では、中間層の推移の要因分解を行う。具体的には、各所得層の人口シェア（M）の 2 期間の

変化を、各年齢階級（k）内にしめる所得層割合の変化（ここでは所得層割合の変動要因という）と各所得層

にしめる各年齢階級の人口シェア（φ）の変化（ここでは人口構成要因という）に分解を行う。 

 

∆𝑀 = ∑ ∅̅
𝐾

𝑘
(𝑘)(𝑀2 − 𝑀1)  +  ∑ 𝑀̅

𝐾

𝑘
(∅2(𝑘) − ∅1(𝑘)) 

 

所得層割合の変動要因            人口構成要因 

                   ただし、∅̅(𝑘) = 0.5(∅1(𝑘) + ∅2(𝑘)),   𝑀̅ = 0.5(𝑀1 + 𝑀2) 

             

    

1985 2000 2015

高所得層 4.1% 5.1% 7.3%

中間層 66.1% 61.6% 64.1%

低所得層 29.8% 33.3% 28.6%

高所得層 6.5% 9.7% 11.2%

中間層 66.1% 59.9% 61.5%

低所得層 27.4% 30.4% 27.3%

高所得層 10.7% 14.5% 15.3%

中間層 64.2% 58.5% 58.3%

低所得層 25.1% 27.0% 26.4%

高所得層 8.3% 8.1% 6.9%

中間層 52.1% 51.6% 51.8%

低所得層 39.7% 40.3% 41.3%

高所得層 7.4% 10.2% 10.6%

総計 中間層 64.0% 58.0% 57.5%

低所得層 28.6% 31.8% 31.8%

本人年齢

-17

18-39

40-64

65-
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これにより中間層の変化は、中間層割合の変動要因（それぞれの年齢階級内の中間層の割合の変化）と

人口構成要因（その年齢人口がその所得層に占める割合の変化）に分けて解釈することができる。 

また表 4 には、高所得層・低所得層の変動要因についても同様の方法で分解を行い、人口高齢化が各

所得層に与えた影響について総合的に考察を行う。 

 

（2) 分析結果 

  

表 4 が各所得層の推移の要因分解の結果である。表の見方であるが、各所得層における年齢階級別の人

口構成要因と所得層割合の変動要因の総和は、各所得層の人口シェアの変化に一致する。ここで各所得層

の変化を再び確認しておけば 1985 年から 2000 年にかけては、中間層は 6.0％ポイント減少している。一方で

高所得層は 2.8％ポイントの増加、低所得層は 3.2％と増加となっており、所得分布の 2極化が進行している。 

まず中間層の変動要因をみると、中間層においても少子高齢化で子どもや若年の人口割合が縮小する一

方で、中高年や高齢者の人口割合が増加することにより、全体として人口構成要因として、中間層を 1.3％ポイ

ント減少させている。その一方で、所得層割合の変動要因をみると、高齢者はほぼ横ばいであるが、高齢者以

外の年齢層においては中間層が減少しているため、全体として中間層を 4.7％ポイント減少させている。すなわ

ちこの時期の中間層の人口シェアの大きな減少は、人口高齢化と勤労世代（や子ども）における中間層割合の

減少の両方といえるが、特に後者の影響が大きい。 

同じ時期の高所得層と低所得層の変動要因をみると、高所得層では人口構成要因によって 0.4％増加して

おり、また所得割合の変動要因によって 2.4％増加している。一方で、低所得層は人口シェア要因によって

0.9％増加しており、所得層割合の変動要因によっても 2.4％増加となっている。わずかではあるが、人口の高

齢化によって高所得層が増加している点は興味深い。ただし、高所得層でも、低所得層でも人口構成要因より

も、所得層割合の変動要因による影響が大きいという結果となった。 

 次に、2000年から 2015年にかけては、中間層は 0.4％ポイントのわずかな減少になっている。人口構成要因

は、全体としては中間層を 1.2％ポイント減少させている。一方で、所得層割合の変動要因は各年齢層では大

きな変化はないが、子どもや若年でやや増加しており、全体としても 0.7％ポイント増加させている。したがって、

2000 年から 2015 年の中間層の減少は、主に人口高齢化によるものと考えられる。ただしこの時期、所得域は

全体的に低下しているため、所得層割合の変動要因が見えにくくなっていることも考えられる。 

同じ時期の高所得層と低所得層の変動要因をみると、高所得層では人口構成要因によって 0.2％減少して

おり、所得層割合の変動要因によって 0.6％増加している。一方で、低所得層は人口構成要因によって 1.4％

増加しており、所得層割合の変動要因によって 1.4％減少となっており相殺されている。人口の高齢化によって

高所得層が減少し、低所得層が増加する。一方、所得域の低下により、高所得層や中間層になりやすくなり、

低所得層にはなりにくくなるため、低所得層では所得層割合の変動要因は全体ではマイナスに寄与していると

考えられる。 
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表４ 各所得層の変動の要因分解（1985/2000/2015年） 

 

              （１）1985 年から 2000 年                 （2）2000 から 2015 年 

 

 

出所：『国民生活基礎調査』の個票データから筆者推計 

注：中間層の所得域は、等価可処分所得の中位所得の 75％（下限）～200％（上限）である。 

 

 

５ 考察 

 

本稿では、『国民生活基礎調査』の時系列データを整備することにより、日本の中間層の長期推計を行い、

人口高齢化要因から、中間層の変動要因を考察した。また特に中間層の計測には、多様な所得域の幅をとる

ことや時系列では固定した基準を用いることが有用であり、複数の基準を用いて検討を加えた。 

また等価可処分所得の中位所得の 75～200％を用いて計測すると、日本の中間層は 1985 年 64.0％から

人口シェア要因
所得層割合の
変動要因

人口シェア要因
所得層割合の
変動要因

高所得層 高所得層

18歳未満 -0.4% 0.2% 18歳未満 -0.3% 0.4%

18－39歳 -0.4% 0.9% 18－39歳 -0.7% 0.3%

40－64歳 0.4% 1.3% 40－64歳 -0.1% 0.3%

65歳ー 0.9% 0.0% 65歳ー 0.9% -0.3%

小計 0.4% 2.4% 小計 -0.2% 0.6%

高所得層の変化 2.8% 高所得層の変化 0.4%

中間層 中間層

18歳未満 -5.1% -1.0% 18歳未満 -2.8% 0.4%

18－39歳 -3.4% -1.7% 18－39歳 -4.3% 0.3%

40－64歳 1.7% -1.9% 40－64歳 -0.4% -0.1%

65歳ー 5.5% -0.1% 65歳ー 6.3% 0.0%

小計 -1.3% -4.7% 小計 -1.2% 0.7%

中間層の変化 -6.0% 中間層の変化 -0.4%

低所得層 低所得層

18歳未満 -2.5% 0.8% 18歳未満 -1.4% -0.8%

18－39歳 -1.6% 0.8% 18－39歳 -2.0% -0.7%

40－64歳 0.7% 0.6% 40－64歳 -0.2% -0.2%

65歳ー 4.2% 0.1% 65歳ー 5.0% 0.3%

小計 0.9% 2.4% 小計 1.4% -1.4%

低所得層の変化 3.2% 低所得層の変化 0.0%
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2015年 57.5％（1985年の所得域では 56.9％）に縮小している。 

中間層が大きく縮小したのは、1985年から 2000 年であり、所得分布の 2極化や高所得化が進んでいる。そ

の原因としては、人口高齢化と各年齢階級内での中間層割合の低下があり、この時期は後者の所得分布の変

動による影響のほうが大きい。 

2000 年から 2015 年は中間層が横ばいに推移あるいは低所得化が生じている。その原因としては、人口高

齢化により中間層割合は減少しているが、中間層の所得域も低下することで中間層割合が増加しているため、

それらの影響が相殺されている。 

このように 2000年代以降は、全体的な所得水準の低下により中間層の所得域も低下するため、中間層の減

少が見えにくくなっている。しかし 1985 年の中間層の所得域を用いた場合は、所得分布の低所得化による中

間層の縮小が観察されており、日本の中間層の家計は以前よりも厳しい家計運営となっている可能性がある。 
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参考資料   中間層の推移の要因分解－1985年の所得域で固定した場合 

 本文では各年の所得域で計測した中間層の推移の要因分解を行ったが、以下には参考資料として

1985 年の所得域で同様の分解を行った場合の結果表を掲載する。 

 

付表１ 年齢階級別の各所得層の規模（1985/2000/2015年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付表２ 各所得層の変動の要因分解（1985/2000/2015年） 

              （１）1985 年から 2000 年              （2）2000 から 2015 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出所：『国民生活基礎調査』の個票データから筆者推計 

1985 2000 2015

高所得層 4.1% 8.2% 6.7%

中間層 66.1% 65.1% 63.3%

低所得層 29.8% 26.8% 30.0%

高所得層 6.5% 14.0% 10.4%

中間層 66.1% 61.2% 61.1%

低所得層 27.4% 24.8% 28.5%

高所得層 10.7% 20.0% 14.5%

中間層 64.2% 57.7% 58.3%

低所得層 25.1% 22.3% 27.2%

高所得層 8.3% 11.3% 6.5%

中間層 52.1% 55.0% 50.5%

低所得層 39.7% 33.7% 43.0%

高所得層 7.4% 14.5% 10.0%

総計 中間層 64.0% 59.4% 56.9%

低所得層 28.6% 26.1% 33.1%

本人年齢

-17

18-39

40-64

65-

人口シェア要因
所得層割合の
変動要因

人口シェア要因
所得層割合の
変動要因

高所得層 高所得層

18歳未満 -0.5% 0.9% 18歳未満 -0.3% -0.2%

18－39歳 -0.6% 2.1% 18－39歳 -0.9% -0.8%

40－64歳 0.4% 3.1% 40－64歳 -0.1% -1.9%

65歳ー 1.0% 0.5% 65歳ー 1.1% -1.3%

小計 0.4% 6.6% 小計 -0.2% -4.2%

高所得層の変化 7.1% 高所得層の変化 -4.5%

中間層 中間層

18歳未満 -5.2% -0.2% 18歳未満 -2.9% -0.3%

18－39歳 -3.4% -1.4% 18－39歳 -4.3% 0.0%

40－64歳 1.7% -2.2% 40－64歳 -0.4% 0.2%

65歳ー 5.7% 0.5% 65歳ー 6.5% -1.2%

小計 -1.3% -3.3% 小計 -1.1% -1.3%

中間層の変化 -4.6% 中間層の変化 -2.5%

低所得層 低所得層

18歳未満 -2.3% -0.7% 18歳未満 -1.3% 0.5%

18－39歳 -1.4% -0.7% 18－39歳 -1.9% 0.8%

40－64歳 0.7% -0.9% 40－64歳 -0.2% 1.7%

65歳ー 3.9% -0.9% 65歳ー 4.7% 2.5%

小計 0.9% -3.3% 小計 1.4% 5.6%

低所得層の変化 -2.4% 低所得層の変化 7.0%


